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第５次横浜市男女共同参画行動計画の策定について 

１ 趣 旨 

  第５次男女共同参画行動計画（令和３年度から令和７年度まで）の策定に向けて、横浜

市男女共同参画審議会の部会として起草委員会を設置し、答申案を検討してきました。今

後、審議会から市長へ答申を提出し、これを受けて市長が行動計画を策定します。 

◆第５次横浜市男女共同参画行動計画 起草委員会委員

氏名 所属 

江原 由美子 横浜国立大学大学院 都市イノベーション研究院 教授 

小山内 いづ美 横浜市男女共同参画推進協会 理事長 

堀本 久美子 神奈川県弁護士会 人権擁護委員会・犯罪被害者支援委員会 委員 

吉永 崇史 横浜市立大学学術院 国際総合科学群 准教授 

２ 策定スケジュール（案） 

令和元年   10 月 市長から審議会への諮問 

11月 20 日 令和元年度第２回審議会 

11月 27 日 第１回起草委員会 

令和２年 ２月 14日 第２回起草委員会 

３月 27 日 令和元年度第３回審議会（答申案の審議） 

４月 15 日 横浜市男女共同参画推進会議（４月９日同幹事会） 

６月 ＤＶ連絡会 

審議会（答申の確定） 

７月 審議会から市長へ答申（記者発表） 

９月 審議会（素案の審議） 

令和２年第３回市会定例会 

10～11 月 行動計画素案公表（記者発表） 

パブリックコメントの実施 

12月 審議会（原案の審議） 

令和３年      ２月 令和３年第１回市会定例会 

行動計画原案確定 

３月 行動計画策定 

（敬称略）

資料１ 
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「第５次横浜市男女共同参画行動計画（令和３年度～７年度）策定に向けて 答申（案）」の概要

１．男女共同参画社会の実現に向けて
●「人生100年時代」にあって、誰もが自分の希望に沿った形で多様な選択が実現できる社
会の実現を目指す。
【男女共同参画社会の実現に向けた課題】
①実質的な男女格差 ②根強い性別役割分担意識 ③女性の方針決定過程への参画
④長時間労働など働き方改革 ⑤男性の家事・育児参画 ⑥女性が抱えやすい困難（ＤＶ、性被害等）

●横浜の状況や地域特性を十分に踏まえ、実効性ある施策を推進する。
【横浜の状況】
・人口減少超高齢社会 ・単身／共働き世帯の増加 ・中小企業99％ ・労働力不足 ・長い通勤時間
・出産育児等による女性の離職と非正規職化 ・家事育児負担の男女偏り ・男性の子育て機運醸成
・DV被害の複雑化、深刻化 ・男女センター３館体制 ・大学等との連携 ・国際都市

市民や事業者の皆様への分かりやすさを第一に、現行計画からの継
続性や横浜市中期４か年計画との整合性も考慮し、「３つの政策と行
政運営」「(３つの政策に基づく)10の施策」に整理することを提案する。

３．施策体系（案）

政策Ⅰ 女性活躍のさらなる推進
施策１ 働きたい・働き続けたい女性の活躍推進
施策２ 誰もが働きやすい職場づくりや社会環境づくり
施策３ 市役所における女性活躍・男女共同参画と

働き方改革
政策Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現
施策４ ＤＶ防止とあらゆる暴力の根絶
施策５ 困難を抱えた女性への自立支援
施策６ ライフステージに応じた女性の健康支援
施策７ 多様な性のあり方への支援と理解の促進
政策Ⅲ 誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり
施策８ 男性の働き方改革と家事・育児への参画推進
施策９ 地域・教育における男女共同参画の推進
施策10 広報・啓発による意識改革と機運醸成
行政運営 行動計画の推進
行動計画の推進に係る体制整備

４．３つの政策と行政運営の方向性

２．第５次行動計画策定に向けた課題と提言

【政策Ⅰ】女性活躍のさらなる推進
・女性の就労について、就労継続とキャリアアップを両輪で推進する
・働きたい、働き続けたい女性への再就職・転職支援の充実を図る
・女性リーダー育成、女性管理職増に向けた取組を強化する
・女性の起業支援や働く女性のネットワークづくりに継続的に取り組む
・男女がともに働きやすく、活躍できる職場づくりを、市内中小企業を中心により広く浸透させる
・仕事と子育て・介護等の両立に向けた社会環境づくりを推進する
・男性の育児休暇・休業取得促進の取組を切り口に働き方改革に弾みをつける
・市役所の取組について目標を掲げ、行政自ら率先して取り組む姿勢を示す

【政策Ⅱ】安全・安心な暮らしの実現
・ＤＶへの相談対応と被害者支援に向けて着実に取組を継続する
・ＤＶの未然防止に向けて、特に若年層への相談対応や予防教育を充実させる
・性暴力や性被害を容認しない社会風土の醸成を図るとともに、関係機関と連携して被害者支援に取り組む
・若年無業者・非正規職シングル女性、ひとり親家庭など、困難を抱える女性への自立支援を強化する
・様々な困難を抱える外国人女性・母子等に対する支援を充実する
・ハラスメントに関する理解促進と、企業のハラスメント対策を推進する
・ライフステージに応じて変化の大きい女性特有の健康課題を支援するとともに、妊娠・出産等に関する
若い世代への正しい知識の普及を図る

・多様な性のあり方への理解促進と、性的少数者への支援に取り組む

【政策Ⅲ】誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり
・男性の家事・育児参画推進の機運を醸成し、具体的な機会や情報を提供する
・地域活動における男性の参画促進と政策・方針決定過程への女性の参画拡大に取り組む
・地域防災において、意思決定の場への女性参画を拡大するとともに、女性の視点を防災
対策により一層反映させる

・男女共同参画の観点から、学校や大学等と連携したキャリア教育の充実やリーダーシッ
プ開発、性別にかかわらない進路選択の機会拡充を図る

・男女共同参画の観点から、大学や関係団体等と連携して国内外へ情報発信を行う
・誰もが性別にかかわりなく活躍できる豊かな社会づくりに向けて、継続的に 広報・啓
発を行い、社会の機運醸成を図る

【行政運営】推進体制の整備・強化
・計画の推進に向けた庁内外の体制を整備する
・計画の進捗管理・評価のため、実施主体を明らかにする
・公益財団法人男女共同参画推進協会と連携し、男女共同参画センター３館を拠点とした
専門的・総合的・重層的な継続支援に取り組む

（５）市役所の取組について
・現行計画では、市役所の取組が限定的にしか記載されていないが、市内企業や市民に対して、市役所が自ら率先して取り組む姿勢を示すことは、非常に重要。
・次期計画では、男性の育児休暇・休業の目標設定や、学校教職員の働き方改革を含め、市役所の取組がより幅広に記載されることを求める。
・特に男性職員の育児関連休暇について、100％取得を目標として打ち出すことを期待する。

（４）性の多様性への配慮と男女共同参画社会の推進について
・性のあり方の多様性を踏まえ、性的少数者も含めて「性別にかかわりなく」活躍できる社会の実現が大切であり、その点に十分な配慮すること。
・一方で、職業生活その他社会生活及び家庭生活で、男女の格差や、性別による固定的な役割分担等を反映した制度・慣行、女性への人権侵害は未だ大きな
社会課題であり、引き続き課題解決に向けた取組の推進・強化が必要。

（３）指標の考え方について
・現行計画では、あえて「あるべき姿」を掲げている目標があるが、「あるべき姿」と「５か年間の行動計画における目標 （値）」は区別して考えるほうが適切。
・成果指標（アウトカム）と施策・事業の進捗状況（事業量、アウトプット）は区別して、より分かりやすい形で設定する
・男女共同参画・女性活躍分野の取組は、様々な施策が複合的に関わり効果を発揮するものであることから、成果指標は取組分野ごとではなく計画全体で代表
的なものを設定するほうが望ましい。

（２）「目指すべき都市像」について
・現行計画を継承しつつ、次期計画の重点や新たな視点を表現すること。現行計画に引き続き、女性活躍では経済的な観点も考慮すること。
・男女格差や女性特有の困難に焦点を当てつつも、男性や性的少数者の課題も踏まえ、「性別にかかわりなく」という観点が望ましい。

（１）ＳＤＧｓの視点を踏まえた計画推進について
・「横浜市中期４か年計画」と同様、第５次横浜市男女共同参画計画においても、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の視点が包括的に取り入れられることが必要。
・目標５「ジェンダー平等」が市の政策・施策を進める際の基本的な視点として位置付けることを期待する。
・同時に、男女共同参画を推進していく際に、「誰一人取り残さない」を基本理念とするＳＤＧｓの視点を意識して取り組むこと。

資料２
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第５次横浜市男女共同参画行動計画策定に向けて 

答申（案） 

令和２年 月 

横浜市男女共同参画審議会 
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Ⅰ 答申にあたって 

１ 諮問の経緯 

横浜市では、平成27年度（2015 年度）に策定した第４次横浜市男女共同参画行

動計画に基づき、男女共同参画を推進するための施策を実施しています。 

この計画の期間が、令和２年度（2020 年度）末で満了となることから、第５次

横浜市男女共同参画行動計画策定に向けた男女共同参画の推進に関する施策につ

いて、横浜市長から諮問を受け、これに対して当審議会として答申を行うもので

す。 

本答申の作成においては、現行計画の進捗状況と国が現在検討を進めている

「第５次男女共同参画基本計画」の内容を踏まえ、国際社会及び国内の動向、社

会環境の変化、横浜市の現状と課題を反映したものとなるよう、基本的な考え方

と取組の方向について調査、審議しました 

 

２ 男女共同参画・女性活躍と横浜を取り巻く状況 （項目のみ） 

（１） 国際社会及び国の動向  

ア 国際社会の動向 

国連を中心とした国際的な動き（歴史的経緯・近年の状況） 

ジェンダーギャップ指数 

イ 国内の動向 

  法や制度 

政治分野の状況 

国の基本計画 

 

（２）横浜の状況 

《人口・世帯の状況》  

○高齢化、少子化、人口減少 

○働く世代（生産年齢人口） 

○外国人人口 

○家族類型別の世帯構造の変化 

○「単身世帯」「共働き世帯」の状況 

○生涯未婚率      など 

 

《企業等や働く人の状況》 

○市内企業 中小企業 99％ 

○労働力不足 

○女性活躍 

○両立支援 
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○通勤時間  

○（特に男性の）長時間労働、働き方 

○男性育休 

○ハラスメント対策 

○市役所の取組状況 

○市会（議員）の状況   など 

 

《保育所等の整備状況》 

○待機児童の状況 

○放課後児童対策   など 

 

《働く女性を取り巻く状況》 

○有業率、正規／非正規 

○管理職への意向 

○処遇・賃金格差 

○家事育児分担 

○ワーク・ライフ・バランス満足度   など 

 

《仕事をしていない女性の状況》 

○離職時期や理由 

○過去の就業経験、年収 

○仕事に就かない理由、今後の就業意向   など 

 

《ＤＶ被害や困難を抱える女性の状況》 

○ＤＶ、デートＤＶ 

○性暴力、性被害 

○若年無業者、非正規職シングル   など 

 

《性的少数者の状況》 

○社会的理解の状況 

○パートナーシップ制度   など 

 

《市民意識、地域社会の状況》 

○男性の家事・育児 

○女性／男性らしさ、性別役割分担意識 

○地域活動 

○次世代育成、キャリア教育 

○大学等との連携 

○男女共同参画センター 

○国際都市      など 
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３ 第４次行動計画の進捗状況 

現行計画では、「日本一女性が働きやすい、働きがいのある都市の実現」を目指し

て、「女性管理職割合」や「女性有業率」の数値目標を掲げ、女性の就労支援やキャリ

ア支援を推進してきました。同時に、「男性の家事・育児・介護参画」や「地域活動へ

の参加」についても数値目標を掲げ、地域や社会の理解促進も進めてきました。 
女性の就労支援については一定の成果が出ており、Ｍ字カーブの底上げが図られて

います。目標達成に向けて、さらに取組の加速化を期待します。一方、男性の家事・

育児参画や社会の理解促進、地域活動への参加について、この間の改善傾向が薄く、

次期計画での一層の取組強化が求められます。 
また、ひとり親家庭の自立支援やＤＶの防止及び被害者の自立支援など、困難を抱

える女性の支援については、次期計画でも引き続き重点的に取り組むことが必要です。 

 

取組分野Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍 

○市内企業及び市役所の管理職（課長相当職以上）に占める女性割合は、市内事業

所 15.1％、市役所 17.8％です。30％目標達成には道半ばの状況ですが、増加傾向

にあります。 
○25～44 歳の女性の有業率は、全年齢層平均で上昇傾向にあり、ライフイベントに

よる離職が減少傾向にあることが推測されます。 
○女性起業家支援による創業件数は、45 件／年と目標値を上回るペースで推移し

ており、段階に応じたきめ細かな支援が数値につながっています。 
○附属機関における女性参画比率については、計画期間を通してほぼ変化がなく、

目標値 50％に対して 40.7％となっています。 
 
取組分野Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

○ひとり親家庭の就労者数は３年経過時点で目標値を超えています。就労支援の実

施に加えて有効求人倍率が高いことなどが考えられます。 
○市民のＤＶに対する理解について、精神的、経済的、性的ＤＶにあたる行為を「ど

んな場合でも暴力にあたる」と認識する人の割合は計画策定時からほぼ横ばいで、

身体的暴力を除いて社会的認知は進んでいません。また、相談件数は約 5,000 件

で推移しており、若い世代の相談件数が非常に少ない状況があります。 
 
取組分野Ⅲ 男女共同参画の社会に向けた理解の促進・社会づくり 

○男性の育児休業取得率は、目標値には届いていませんが上昇傾向で 7.2％です。 
○女性と男性の家事・育児・介護時間の割合は改善傾向が見られず、男女間での格

差が依然として大きい状況です。 
○地域活動に参加したことがない市民の割合は計画策定時より増加しており、地域

活動の担い手不足やソーシャルビジネスの必要性が顕在化しています。 
 

※数値はすべて直近の調査による 
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Ⅱ 第５次行動計画の基本的な方針 

１ 男女共同参画社会の実現に向けて 

少子高齢化が進み、人口減少社会を迎える中、女性が持てる力を最大限に発揮で

きる組織や社会をつくっていくことは、最優先で取り組むべき課題です。男女共同

参画基本法が成立して 20 年あまりが経ち、女性活躍が国の重要課題として取組が

進められている今日も、女性の方針決定過程への参画の遅れや、様々な形での自立

の困難、地域や社会における地位の不平等感など、ジェンダーにまつわる課題が山

積している状況です。 
横浜では、Ｍ字カーブの底が全国に比べても深いという課題に対して挑戦を重ね、

この間、女性の就労や就業継続は着実に進んできました。しかしながら、女性は非

正規雇用が圧倒的に多く、安定性や継続性、賃金、キャリア形成やリーダー育成（管

理職率）など、実質的な男女格差は未だ大きい状況です。 

また、市民意識調査を見ると、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」とい

う考え方は時代とともに変化しつつありますが、実際の役割分担となると、依然と

して女性が家事・育児・介護の主な担い手であり、男性は長時間労働で仕事を優先

する傾向が高いなど、根強い性別役割分担意識がうかがえます。 

さらに、ＤＶや性暴力などの被害、経済的困窮、意図しない若年妊娠など、特に

女性が人生で陥りやすい多様な困難やリスクも深刻な状況にあります。 

「人生 100年時代」にあっては、誰もが自分の希望に沿った形で、多様な選択

を実現できることが重要です。ここ横浜から、性別にかかわりなく個性と能力を

発揮し、生き生きと活躍できる男女共同参画社会を実現し、一層の成長につなげ

ていきましょう。横浜の状況や地域特性を十分に踏まえ、市民や事業者、地域社

会と連携し、実効性ある施策を推進していくことを期待します。 
 

２ 第５次行動計画の施策体系 

現行計画の施策体系は、横浜市男女共同参画推進条例の「基本理念」（第３条）

及び「基本的施策」（第７条）を踏まえつつ、国の男女共同参画基本計画に合わせ

た４つの「取組分野」と４つの「重点施策」、それに基づく26の「施策」、118の

「主な事業」から構成されています。 

重点施策は明確に打ち出されているものの、施策や事業の数が多いため、分か

りづらく、進捗管理が難しいという課題がありました。次期計画においては、市

民や事業者の皆様への分かりやすさを第一に、施策体系を整理することが望まし

いです。現行計画からの継続性や横浜市中期４か年計画との整合性も考慮し、次

のとおり「３つの政策」と「行政運営」、「（３つの政策に基づく）10の施策」

から構成することを提案します。 
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■第５次行動計画の施策体系（案） 

政策Ⅰ 女性活躍のさらなる推進 

 施策１ 働きたい・働き続けたい女性の活躍推進 

 施策２ 誰もが働きやすい職場づくりや社会環境づくり 

 施策３ 市役所における女性活躍・男女共同参画と働き方改革 

政策Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

 施策４ ＤＶ防止とあらゆる暴力の根絶 

 施策５ 困難を抱えた女性への自立支援 

 施策６ ライフステージに応じた女性の健康支援 

 施策７ 多様な性のあり方への支援と理解の促進 

政策Ⅲ 誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり 

 施策８ 男性の働き方改革と家事・育児への参画推進 

 施策９ 地域・教育における男女共同参画の推進 

 施策 10 広報・啓発による意識改革と機運醸成 

行政運営 行動計画の推進 

 行動計画の推進に係る体制整備 

 

【参考】第４次行動計画の施策体系 
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３ 計画期間 

現行計画と同様、行動計画の成果や社会情勢の変化、国の動向を踏まえた内容

とするため、令和３年度（2021年度）から令和７年度（2025年度）までの５年間

の計画期間とすることが望ましいと考えます。 

 

４ ３つの政策と行政運営の方向性 

【政策Ⅰ】女性活躍のさらなる推進  

・女性の就労について、就労継続とキャリアアップを両輪で推進する。  

・働きたい、働き続けたい女性への再就職・転職支援の充実を図る。 

・女性リーダー育成、女性管理職増に向けた取組を強化する。 

・女性の起業支援や働く女性のネットワークづくりに継続的に取り組む。  

・男女がともに働きやすく、活躍できる職場づくりを、市内中小企業を中心に 

より広く浸透させる。 

・仕事と子育て・介護等の両立に向けた社会環境づくりを推進する。 

・男性の育児関連休暇・休業取得促進の取組を切り口に働き方改革に弾みをつ  

ける。  

・市役所の取組について目標を掲げ、行政自ら率先して取り組む姿勢を示す。 

 

【政策Ⅱ】 安全・安心な暮らしの実現  

・ＤＶへの相談対応と被害者支援に向けて着実に取組を継続する。 

・ＤＶの未然防止に向けて、特に若年層の相談対応や予防教育を充実させる。 

・性暴力や性被害を容認しない社会風土の醸成を図るとともに、関係機関と連 

携して被害者支援に取り組む。 

・若年無業者・非正規職シングル女性、ひとり親家庭など、困難を抱える女性 

への自立支援を強化する。 

・様々な困難を抱える外国人女性・母子等に対する支援を充実する。  

・ハラスメントに関する理解促進と、企業のハラスメント対策を推進する。 

・ライフステージに応じて変化の大きい女性特有の健康課題を支援するととも 

に、妊娠・出産等に関する若い世代への正しい知識の普及を図る。  

・多様な性のあり方への理解促進と、性的少数者への支援に取り組む。  

 

【政策Ⅲ】 誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり  

・男性の家事・育児参画の機運を醸成し、具体的な機会や情報を提供する。 

・地域活動における男性の参画促進と政策・方針決定過程への女性の参画拡大  

に取り組む。 

・地域防災において、意思決定の場への女性参画を拡大するとともに、女性の 

視点を防災対策により一層反映させる。 

・男女共同参画の観点から、学校や大学等と連携したキャリア教育の充実やリー
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ダーシップ開発、性別にかかわらない進路選択の機会拡充を図る。 

・男女共同参画の観点から、大学や関係団体等と連携して国内外へ情報発信を行

う。 

・誰もが性別にかかわりなく活躍できる豊かな社会づくりに向けて、継続的に 

広報・啓発を行い、社会の機運醸成を図る。 

 

【行政運営】推進体制の整備・強化  

・計画の推進に向けた庁内外の体制を整備する。 

・計画の進捗管理・評価のため、実施主体を明らかにする。 

・公益財団法人男女共同参画推進協会と連携し、男女共同参画センター３館を  

拠点とした専門的・総合的・重層的な継続支援に取り組む。 

 

 

 

Ⅲ 第５次行動計画策定に向けた課題と提言 

１ ＳＤＧｓの視点を踏まえた計画推進について 

・「横浜市中期４か年計画 2018～2021」では、計画を推進する基本姿勢として、あ

らゆる施策においてＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を意識して取り組んでいく

こととしています。これに基づき、第５次横浜市男女共同参画計画においても、

ＳＤＧｓの視点が包括的に取り入れられることが必要です。 
・目標５「ジェンダー平等」が市の政策・施策を進める際の基本的な視点として位

置付けられることを期待します。 
・同時に、男女共同参画を推進していく際に、「誰一人取り残さない」を基本理念と

するＳＤＧｓの視点を意識して取り組むことが求められます。 

２ 「目指すべき都市像」について 

・現行計画が掲げる「誰もが安心と成長を実感できる、日本一女性が働きやす

い、働きがいのある都市の実現」を継承しつつ、次期計画の重点や新たな視点

を表現することが求められます。 

・現行計画に引き続き、女性活躍では経済的な観点も考慮することが重要です。 

・男女共同参画社会の実現に向けては、男女格差や女性特有の困難に焦点を当て

つつも、男性や性的少数者の課題も踏まえ「性別にかかわりなく」という観点

が望ましいです。  

 

３ 指標の考え方について 

・現行計画では、計画期間内の達成が難しいと認識していながら、あえて「あるべ

き姿」を目標値としている項目がありますが、「あるべき姿」と「５か年間の行
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動計画における目標（値）」は区別して考えるほうが適切だと考えます。 
・現行計画では、取組分野ごとに「成果指標」、「関連指標」「活動指標」の３つの指

標が設定されていますが、各指標の定義や関係性が必ずしも明確でありません。

成果指標（アウトカム）と施策・事業の進捗状況（事業量、アウトプット）は区

別して、より分かりやすい形で設定されることが求められます。 
・男女共同参画・女性活躍分野の取組は、様々な施策が複合的に関わり効果を発揮

するものであることから、成果指標は取組分野ごとではなく計画全体で代表的な

ものを設定するほうが望ましいです。 
 

４ 性の多様性への配慮と男女共同参画社会の推進について 

・性のあり方の多様性を踏まえ、性的少数者も含めて「性別にかかわりなく」

「それぞれの個性と能力を十分に発揮し」「対等に参画できる」社会の実現が

大切であり、行動計画においても、その点に十分な配慮が必要です。 

・一方で、職業生活その他社会生活及び家庭生活で、男女の格差や、性別による

固定的な役割分担等を反映した制度・慣行、女性への人権侵害は未だ大きな社

会課題であり、引き続き課題解決に向けた取組の推進・強化が必要です。 

 

５ 市役所の取組について 

・現行計画では、市役所の取組が限定的にしか記載されていませんが、市内企業

や市民に対して、市役所が自ら率先して取り組む姿勢を示すことは、非常に重

要です。 
・次期計画では、男性の育児休暇・休業の目標設定や、学校教職員の働き方改革

を含め、市役所の取組がより幅広に記載されることが求められます。 
・特に男性職員の育児関連休暇について、100％取得を目標として打ち出すこと

を期待します。 
  

12



Ⅲ 各施策・分野の目標及び具体的取組 

各施策の目標・方向性、現状課題、主な取組 

政策Ⅰ 女性活躍のさらなる推進 

 

施策１ 働きたい・働き続けたい女性への支援 

 

✦目標と方向性 

 女性がライフイベントに合わせて希望する働き方を実現できるよう、女性の就労

支援や女性起業家支援、企業の取組支援など、働きたい・働き続けたい女性の活躍

を推進します。また、女性がキャリアアップできる職場環境づくりやリーダーシッ

プ開発に関して企業へ働きかけを行うことで、女性リーダーの育成、女性管理職登

用を加速します。 

 

✦現状と課題  

・出産・育児等で離職する女性の割合が低下し、女性の労働力率（Ｍ字カーブ）は

改善傾向にあります。 

・働いていない女性（20～49歳）のうち、約９割は再び働くことを希望しており、 

再就職支援が引き続き重要です。 

・働いている女性の約 4割はワーク・ライフ・バランスに満足しておらず、働き方 

の見直しや男性の家事育児参画が求められます。 

・市内企業の女性管理職割合は上昇傾向にありますが、依然として低く、女性登用の

さらなる推進に向け、女性自身のリーダーシップ開発とキャリアアップできる環境

整備を両輪で進めることが重要です。 
・女性の起業家支援による創業件数は着実に増加しており、引き続き成長段階に応じ 
た支援が期待されています。 

・男女ともに通勤時間が全国に比べ長い傾向にあります。長時間労働も負担となり、

妊娠・出産期に離職する女性の割合も全国に比べて高い状況です。 
 

✦主な取組（事業）  

○女性の就労支援（再就職、転職） 

女性の再就職、転職等の総合相談窓口「女性としごと 応援デスク」において

キャリアプランに関する相談や、就職準備に向けたサポートを行います。 

また、求職者の就労支援を目的とした、市民向けの総合案内窓口である横浜市

就職サポートセンターでは、専任の相談員が個別相談によりアドバイスを行い、

早期就職に向けて一貫したサポートを行います。 
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 〇女性管理職の育成や登用促進 

  働く女性に対するリーダーシップ開発や役員養成の機会を充実させるととも

に、よこはまグッドバランス賞認定企業をはじめとした市内企業の経営者や管理 

職に向けて、女性管理職登用に関する理解を深めるセミナーなど、女性管理職育

成に向けた支援を行います。 

 〇女性の起業と起業後の成長支援 

  起業準備段階から利用できる相談窓口の設置や起業をめざす女性たちの支援拠

点「F-SUSよこはま」「女性起業 UPルーム」の運営のほか、新たなビジネスチャン

スの創出に向け市内百貨店等と連携した女性起業家の商品販売・事業 PRを実施し

ます。 

 ○職住近接の推進 

  短い通勤時間で働ける環境づくりに向けて、就労希望を持つ女性と人材確保を

課題とする市内企業の双方に対し、マッチングにつながる情報提供等を行いま

す。 

○働く女性のネットワークづくり 

 学びと交流のためのイベント「横浜女性ネットワーク会議」など、多様な交流

の場をつくります。また、女性活躍やダイバーシティの推進に向けた取組事例の

共有や意見交換、人材育成を目的とした異業種交流を進めます。 

○多様で柔軟な働き方等の取組を行う企業への支援《施策２関連施策》 

○男性の働き方改革と家事・育児への参画推進《施策８関連施策》 

 

 

施策２ 誰もが働きやすい職場づくりや社会環境づくり 

 
✦目標と方向性 

 女性の活躍やワーク・ライフ・バランスを推進するため、誰もが働きやすく活躍

できる職場づくりを推進します。市内中小企業等に対して、仕事と家事・育児・介

護等との両立支援、多様で柔軟な働き方の推進、男性育休の取得促進、ハラスメン

ト防止対策等の働きかけを行います。また、待機児童対策や放課後の居場所づくり

など両立支援のための社会環境づくりを進めます。 

 

✦現状と課題  

・働き方改革関連法が成立したものの、中小企業においては人員的に余裕がないこと

などから取組が進んでおらず、中小企業が意欲をもって取り組む仕組みづくりや、

具体的な支援が求められています。 
・夫、妻ともにフルタイム就労の共働き世帯は増え続けています。超高齢社会の進展

から介護による時間制約を抱える人も今後増加することから、仕事と育児・介護の

両立に向けた環境づくりの重要性は高まっています。 
・男性の育児休業取得に対する市民意識は、肯定的な考え方の割合が高い一方、実際
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の取得率は依然として低い状況が続いており、育休を取得しやすい職場環境づくり

が求められています。 
・企業におけるセクハラ対策は進んできていますが、マタハラやパワハラへの対策は 
未対応の企業が多い状況にあるため、企業への理解促進や防止対策に向けた支援が 
必要です。 
 

✦主な取組（事業）  

○企業認定制度（よこはまグッドバランス賞） 

 男女がともに働きやすい職場づくりに取り組む市内企業等を認定・表彰する

「よこはまグッドバランス賞」の取組を充実させ、女性の活躍やワーク・ライ

フ・バランスを一層推進します。また、大学生や転職希望者に向けて企業の取組

を PRする機会をつくることで、認定企業の人材確保やイメージ向上に向けた支援

を行います。 

○多様で柔軟な働き方等の取組を行う企業への支援 

 中小企業等の人材確保・定着に向けた職場環境整備に関する費用を助成するほ

か、専門家を直接派遣し、企業の実情に応じた具体的なアドバイスを行います。 

また、ワーク・ライフ・バランスの考え方や女性活躍推進の重要性、具体的な

方策等について、セミナー開催やポータルサイトにより情報発信を行います 

 〇仕事と育児・介護の両立に向けた環境づくり 

 保育所等の整備や、保育士等の人材の確保に向けた取組による待機児童対策の

推進や、いわゆる「小 1の壁」をなくすための留守家庭児童の居場所の確保な

ど、仕事と育児の両立を支援します。また、介護離職を防ぐための情報提供な

ど、仕事と介護の両立を支援します。 

〇男性の育児休業取得の促進 

 よこはまグッドバランス賞認定企業をはじめ、男性の育児休業取得に積極的に 

取り組む企業の事例紹介や、国の両立支援等助成金の紹介を通じて、男性が育児 

休業を取得しやすい職場環境づくりを推進します。 

〇ハラスメント防止対策 

 ハラスメントの防止に向けて、市内企業に対し、出張講座やセミナーなどを実

施します。また、横浜市男女共同参画推進条例に基づく「男女共同参画に関する

人権侵害の相談・申出制度」により、総合的な解決に向けた支援を行います。 

○健康経営の取組支援《施策６関連施策》 

 

 

施策３ 市役所における女性活躍・男女共同参画と働き方改革 

 
✦目標と方向性 

 行政自らが率先して取り組む姿勢で、横浜市役所における女性活躍・男女共同参

画と働き方改革を進めます。女性のキャリア形成支援や責任職登用、男性職員の育
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休取得推進などを中心に取組を強化します。また、女性職員の少ない技術・技能系

職場を中心に、女性の働きやすい職場づくりに向けた取組を進めます。さらに、学

校現場における教職員の働き方改革を推進します。 

 

✦現状と課題  

・新採用職員に占める女性割合は概ね 40～50％で推移しています。 
・女性責任職（係長級以上）の割合は 20~23％で推移しています。女性職員の昇任試

験受験率は上昇していますが、男性職員の受験率を大きく下回っています。 
・男性職員の育休取得率は、民間企業と比べると高い水準となっていますが、育休を

取得していない男性職員の 3 人に 1 人が取得希望を持っており、積極的な育児参画

の支援が必要です。 
・女性職員の少ない職場では、採用強化や職場環境改善が求められています。 
・学校現場では、経験年数が 10 年以下である若い教員が約５割という状況であり、

今後、出産・子育てや介護に携わる教職員の増加が予想されるため、長時間労働を

解消し、持続可能な勤務環境を実現する必要があります。 
・女性が少ない分野における附属機関の女性参画は進んでいません。 
 
✦主な取組（事業）  

○市役所における男女がともに働きやすく働きがいのある組織の実現 

「横浜市職員の女性ポテンシャル発揮・ワークライフバランス推進プログラ 

ム」に基づき、女性職員の育成・登用を進め、性別や家庭事情等にかかわらず、

全ての職員が意欲と能力を最大限に発揮できる組織をつくります。 

○技術・技能系職場等における女性活躍の推進 

 土木や交通など技術・技能系職場を中心に、トイレ・更衣室等の環境整備な

ど、女性技術職員の働きやすさにつながる職場づくりを進めます。また、女性職

員の少ない一部の職種・職域において、採用強化に向けた取組を進めます。 

○学校現場における教職員の働き方改革 

 学校の勤務環境を改善し、働き方改革を進め、学校を魅力的で安定的かつ持続

可能な環境に変えていくため、「横浜市立学校 教職員の働き方改革プラン」を推

進します。 

〇ハラスメント防止対策 

 横浜市ハラスメント対応指針の周知やハラスメント防止に関する研修を実施す

るほか、外部相談窓口などで職員の相談を受け付け、迅速に対応します。また、

学校現場におけるセクシャル・ハラスメント防止対策として、児童生徒・保護者

等に対する相談窓口に関する周知や、教職員への研修を実施します。 

○市附属機関等への女性参画比率の向上 

 横浜市附属機関等の委員への女性の参画を促進し、政策や方針の決定過程への

女性の参画を拡大することで、市政の政策形成に多様な視点を取り入れます。 
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政策Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

 

施策４ ＤＶ防止とあらゆる暴力の根絶 

 

✦目標と方向性 

 ＤＶ防止と被害者の支援に向けて、相談支援、安全確保、自立に向けた支援の取

組を進めます。特に若年層向けの啓発・教育や相談窓口の充実、児童虐待対応部署

と連携した対応の強化を図ります。 

さらに、性暴力や性犯罪等、性や性別に関わるあらゆる暴力の社会的理解の促

進・未然防止や被害者等支援などの取組を推進します。 

 

✦現状と課題  

・横浜市のＤＶ相談件数は横ばい（年間約 5,000件）ですが、警察への相談件数は 

増加しています。 

・男性からの DV被害者相談は全体の約 1割ですが、増加傾向にあります。 

・女性緊急一時保護件数は、平成 25年度をピークに減少傾向です。減少の理由とし

て、女性緊急一時保護における通信制限や外出制限等、相談者のニーズとマッチ

しないことが考えられます。 

・ＤＶ被害者、生きづらさや困難を抱える女性及びその同伴家族に対する安全の確

保や保護から自立に向けた支援を総合的に行うとともに、関係機関との更なる連

携強化も必要です。 

・暴力の未然防止には、若い世代への広報啓発や予防教育が重要であり、若年層に

身近なＳＮＳ等を活用して相談対応を充実させる必要があります。 

・ＤＶ加害者更生のための支援が求められています 

・子どもの面前でのＤＶは子どもに対する心理的虐待であり、子ども自身にも暴力 

等が及ぶこともあるなど、ＤＶと児童虐待は同時に起こることが少なくありませ 

ん。 

・犯罪白書（法務省）における平成 30年度の強制わいせつ被害発生率は、男性が

0.3%に対して女性は 7.9%であり、性暴力に関する被害者は女性が圧倒的に多いで

す。 

 

✦主な取組（事業）  

○ＤＶの相談支援体制の充実 

 こども青少年局を統括・調整部署とし、区福祉保健センター、男女共同参画セ

ンターの３者が一体的に「横浜市ＤＶ相談支援センター」の機能を果たし、性別

を問わずＤＶ被害者への相談・支援を行うとともに、関係機関と連携し、相談支

援体制を充実します。また、職員等への研修を実施し、支援者の育成と資質向上

を図ります。 
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○ＤＶ被害者の自立に向けた支援 

 ＤＶ被害者の自立への支援にあたっては、精神的、経済的な問題をはじめ、住

まいの確保、就業、子どもへの支援等、様々な課題を解決する必要があります。

関係機関や民間団体と連携し、被害者の保護から自立に向けた切れ目のない支援

を行います。また、女性緊急一時保護には至らないものの、支援が必要な被害者

への相談・支援を実施します。 

○暴力の未然防止・根絶に向けた正しい理解の普及 

 ＤＶが重大な人権侵害であることが社会で共通の認識となるよう、ＤＶの正し

い理解の促進に取り組みます。また、被害者が、ＤＶに当たる行為を受けている

ことに気付き、相談や公的支援に適切につながることができるよう、相談窓口に

関する必要な情報を周知します。 

○若年層への広報啓発・予防教育 

 ＳＮＳを活用したデートＤＶ相談や中学生・高校生等に向けたデートＤＶ防止

啓発講座、教育関係者へのデートＤＶ理解促進のための講座を実施します。ま

た、「ＡＶ出演強要・『ＪＫビジネス』等被害防止月間」を中心に、若年層を対象

とした性的な暴力の防止の啓発を実施します。 

○加害者対応に関する取組 

 ＤＶ加害者更生プログラムを行っている民間団体の活動を支援します。また

「横浜市再犯防止推進計画」に基づき、誰もが安心して自分らしく健やかに暮ら

せるよう、更生支援を推進します。 

○児童虐待対応との連携強化 

 児童相談所や区が行う児童虐待対応と連携し、ＤＶ被害者とその子どもへの適

切な安全確保と自立支援を行います。また、児童虐待とＤＶが相互に重複して発

生することやその特性についての啓発等に取り組みます。 

○犯罪被害者等支援 

 性暴力を受けた女性に、相談や自助グループ支援を実施します。性犯罪を含む

犯罪被害者等（犯罪等の被害に遭い、様々な問題に直面する市民とその家族、遺

族）に対し「横浜市犯罪被害者等支援条例」に基づいて、総合支援窓口「横浜市

犯罪被害者相談室」を中心に、相談支援、日常生活支援、経済的負担の軽減、住

居支援等を行います。 

 

 

施策５ 困難を抱えた女性への自立支援 

 

✦目標と方向性 

若年無業者や非正規職シングル、ひとり親家庭等、経済的リスクや生きづらさを

抱え、生活上の困難に陥りやすい女性への自立支援を行います。就労支援や自立支

援、当事者同士で支えあうための自助グループ支援などを通して、困難な状況から

早期に脱し、安全・安心な環境で暮らしていけるための取組を進めます。 
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✦現状と課題  

・若年無業の女性は「家事手伝い」等とみなされ、統計的に「見えづらい存在」と  

 なっています。 

・非正規職シングル女性は就職氷河期世代に多く、不本意に非正規職についている

割合が高いです。また、単身高齢者は増加を続けており、特に女性の単身高齢者

は収入が低い傾向にあります。 

・横浜市のひとり親家庭数は約２万６千世帯であり、母子家庭では非正規雇用での 

就労が半数近くを占めています。 

・平成 29年度「ひとり親世帯アンケート調査」における児童扶養手当や養育費など

も含む年間世帯総収入の平均は、母子家庭で 361万円、父子家庭で 643万円とな

っており、母子家庭では生活費に関する悩みを多く抱えています。 

・外国人は、言語や文化・価値観、生活習慣を背景に、地域における孤立等の困難

に加えて、女性であることによりさらに複合的な困難に置かれていることが多

く、多言語での情報提供や相談体制の整備などが求められています。 

 

✦主な取組（事業）  

○若年無業や非正規職シングル女性への支援 

 若年無業の女性の中でも、特に就労や人間関係の構築に困難を抱える方に対

し、就業準備講座を実施します。また、非正規職で働くシングル女性の不安や今

後の働き方に焦点をあてた事業を実施します。 

○ひとり親家庭の女性への就労支援・自立支援 

 ひとり親家庭の特に女性は、就業や子育て、生活等の様々な面で困難を抱えや

すく、経済的に不安定になるリスクが高いため、「貧困の世代間連鎖」に子を陥ら

せないための観点も含めた総合的な支援を行います。 

○外国人等への支援 

 「横浜市多文化共生総合相談センター」を中心に、市内 10か所の国際交流ラウ

ンジや関係機関が連携しながら、女性が抱えやすい困難を踏まえ、市内在住の外

国人等への総合的な情報提供・相談対応を行います。また、男女共同参画センタ

ーにおいて、外国にルーツを持つ女性の生活課題やニーズに関する調査などの実

態把握を行います。 

○自助グループ支援 

 女性特有の病気、暴力や性的な被害、母子家庭など、男女共同参画の観点で同

じ悩みを抱える当事者同士が、気持ちや経験、情報を分かち合い、支え合うため

の場を提供し、活動を支援します。 

○ハラスメント防止対策の推進（施策２関連施策） 
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施策６ ライフステージに応じた女性の健康支援 

 

✦目標と方向性 

誰もが生涯を通じて適切に健康管理を行えるよう取組を進めます。特に女性は、

思春期から妊娠・出産、更年期、高齢期などライフステージごとの変化が大きく、

特有の健康課題があることから、心身の状態に応じて必要なサポートを得られるよ

う支援します。また、性や妊娠・出産に関して、女性が自らの意思で選択し健やか

に生きられるよう、若い世代への正しい知識の普及啓発を図ります。 

 

✦現状と課題  

・出産する女性の３人に 1 人が 35歳以上で出産しており、全国と比べても高い数値  

 となっています。出産年齢が高齢化すると、合併症のリスクが高まり、母体や胎 

 児に様々な影響があるだけでなく、産後の母体の回復が長引く傾向にあります。 

・子育て世代の多くは就労していることから、企業や事業所が行う健康管理のあり 

方が健康寿命の延伸に向けて重要です。 

・一生のうちにがんと診断される人は日本人の２人に１人と、がんは身近な病気で

あり、20～50代前半では女性のり患者数が男性を上回っており、この世代では女

性の方ががんになるリスクが高くなっています。診断後に、約３割が退職したと

いう調査があり、がん治療と就労の両立が課題です。 

・健康寿命と平均寿命との差が男性は 9.85歳、女性は 12.56歳、平均自立期間と平 

均寿命の差が男性は 1.76歳、女性は 3.74歳と差があります。特に、要支援とな

った原因は男女で傾向が異なっており、男性は「高齢による衰弱」「脳血管疾患」

「心臓病」などの生活習慣病が多いのに対し、女性は「骨折・転倒」「関節疾患」

が多くなっています。 

 

✦主な取組（事業）  

○誰もが安心して出産・子育てができる環境づくり 

 不妊・不育に関する相談体制や女性のための健康相談への対応を充実させるほ

か、特定不妊治療（体外受精・顕微授精）及び男性不妊について、治療費の一部

を助成します。また、子育て負担の軽減を図るため、産前産後支援ヘルパーを派

遣し、安定した生活を送れるよう支援します。 

○健康経営の取組支援 

 健康経営に積極的に取り組む事業所を認証する「横浜健康経営認証制度」等を

活用し、働き世代の健康づくりを推進します。また、女性の就業増を受けて、女

性が働く上で必要な体力・気力を維持できるような取組を進めます。 

○女性特有のがん対策 

 女性特有のがんである子宮頸がん、乳がんは 20～40代の子育て・働き世代の女

性にも多いことから、検診などによる早期発見が重要です。また、がん治療と生

活・仕事の両立支援等ライフステージに応じた対策等を推進します。 
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○健康づくり・介護予防・高齢者の支援 

 健康寿命と平均寿命の差が女性は長いことなども踏まえ、若い世代から継続的

に健康づくりに取り組み、将来の介護予防につなげるため、地域において健康行

動の習慣化や定着化に向けて取組を推進します。 

また、高齢者の社会参加や生きがいづくりにつながる活動の支援を行います。 

○性に関する適切な教育、妊娠・出産・不妊に関する正しい知識の普及啓発 

 学校教育を通じた性に関する適切な教育を推進するため、教職員対象の研修等

を実施します。また、若い世代に妊娠や不妊、出産に関する正しい知識を伝える

取組を充実させます。さらに、様々な事情から予期せぬ妊娠をした人の相談窓口

「にんしんＳＯＳヨコハマ」により、切れ目のない相談支援を充実します。 

○女性特有の健康課題へのアプローチ 

  産後、更年期、女性のがん等、女性特有の健康課題について情報提供し、健康 

の維持や疾病予防、治療方法の選択に主体的に取り組めるよう支援します。ま 

た、女性の健康課題別に運動により予防や症状の軽減を図る取組を実施します。 

 

 

施策７ 多様な性のあり方への支援と理解の促進 

 

✦目標と方向性 

性的少数者が深刻な生きづらさを抱えている実態を踏まえ、多様な性のあり方に

関する社会的な理解の促進や、暮らしの中での様々な困難への対応、差別・偏見の

解消などの取組を推進します。また、性的少数者に対して、各現場や職場において

必要な配慮が広がるよう、社会への啓発とともに、企業・学校・行政等への研修の

充実を図ります。 

 

✦現状と課題  

・性的少数者の割合は 20人に 1人とも言われますが、差別や偏見を恐れてカミング 

アウトしていない人も多く、可視化されにくい状況にあります。 

・「世の中は男性と女性だけで、異性を好きになることが当たり前」とされている社 

会において、性的少数者は性的指向や性自認を理由とした偏見や差別、暮らしの 

中での困難に直面しているといわれています。 

・誤解や理解不足から生じる偏見や差別を解消するために正しい知識を身につけ、 

理解を深めるとともに、当事者への支援が求められます。 

・国の自殺総合対策大綱では、性的少数者の自殺念慮の割合の高さと、その背景に

は性的少数者に対する無理解や偏見等があることにふれ、教職員の理解を促進す

ることとしています。 

 

✦主な取組（事業）  

○研修・教育・啓発の推進 

 多様な性のあり方への理解促進のため、市民や企業等への啓発を実施します。 
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あわせて、市役所や学校における性的少数者に対する配慮を促進します。 

○相談・支援事業 

 性的少数者であることを理由に困難な状況に置かれている方々等に対し、臨床

心理士による個別専門相談や安心して過ごすことができる交流スペースの提供を

行うほか、自助グループ等への支援を実施します。 

○パートナーシップ宣誓制度 

 性的少数者や事実婚の方など、同性・異性を問わず、お互いが人生のパートナ

ーであることを約したお二人が宣誓を行い、市が宣誓を受けたことを証明するパ

ートナーシップ宣誓制度を実施します。 
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政策Ⅲ 誰もが性別にかかわりなく活躍できる豊かな地域・社会づくり 

 

施策８ 男性の働き方改革と家事・育児への参画推進 

✦目標と方向性 

長時間労働の抑制など働き方の見直しや、男女の性別役割分担に関する意識改革

によって、男性にとってもワーク・ライフ・バランスが実現しやすい環境づくりを

進めます。特に男性の家事・育児参画を進めるきっかけづくりや具体的な機会を提

供することにより、男女が共に主体的に仕事と家事・育児に関わり暮らすことがで

きる社会の実現を目指します。 

 

✦現状と課題  

・夫・妻ともにフルタイムで就労している共働き世帯の割合が上昇傾向にあり、性

別にかかわらず家事・育児・介護等へ参画することの重要性が増しています。 

・仕事と家庭生活の両立を希望する男性も増えている一方で、家事・育児・介護等

に費やす時間はいまだ女性に大きく偏っています。 

・男性の家事・育児・介護等への参画を促すためには、長時間労働など労働慣行の

見直しや多様で柔軟な働き方の創出などの企業への働きかけと共に、男性の具体

的行動を喚起するための取組が期待されています。 

 

✦主な取組（事業）  

○男性の家事・育児等への参画促進 

 企業等との連携により、男性の家事・育児参画に対する抵抗感を払しょくし、

具体的な行動を喚起するための取組を行うとともに、夫婦やパートナー同士で家

事育児のあり方について話し合うきっかけづくりに取り組みます。 

○共に子育てをするための家事・育児支援 

 男女が共に主体的に子育てをし、ワーク・ライフ・バランスを図りながら子育

てを楽しみ、暮らすことができる社会の実現に向け、身近な地域での父親育児支

援講座を実施します。また、ウェブサイトや広報物等で、男性の家事・育児支援

に関する情報提供と市民への啓発を行います。 

○市民向けワーク・ライフ・バランスの普及・啓発 

 働き方を見直し、仕事以外の時間の過ごし方を充実させるなど、仕事と生活の

両方を大切にするライフスタイルについて考えるキャンペーン活動を展開しま

す。 

○多様で柔軟な働き方等の取組を行う企業への支援（施策２関連施策） 

○男性の育児休業取得の促進（施策２関連施策） 

○教育における男女共同参画の推進（施策８関連施策） 
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施策９ 地域・教育における男女共同参画の推進 

✦目標と方向性 

地域活動における男女共同参画を進め、多様な人が地域で活躍し、安心して暮ら

すことができる豊かな社会の実現を目指します。特に地域防災については、女性の

参画を進めるとともに、女性の視点に立った防災対策の充実を図ります。 

また、次世代を担う子どもや若者が性別にかかわらず自分らしい生き方を選べる

よう、学校や地域、家庭における教育の機会の充実を図ります。 

 

✦現状と課題  

・これまで、高齢者福祉や子育て、防災・防犯活動、環境活動等、地域で行われる 

様々な活動は、専業主婦をはじめとした女性が多くかかわってきました。働く女

性の増加や担い手の高齢化などにより、地域活動の担い手は不足しています。 

・過去の災害時には、育児、介護、家事などの家庭的責任が女性に集中しました。 

 また、女性や子どもを狙った犯罪が増加するなど問題が明らかになっています。 

・固定的な性別役割分担意識にとらわれず、主体的に自分自身の生き方を選択して 

いくために、教育関係者への意識啓発が求められます。 

・理工系分野など、女性の参画が進んでいない分野への進路選択を希望することに 

対する理解を深める必要があります。 

 

✦主な取組（事業）  

○地域活動等における多様な人材の活躍推進 

 地域活動の担い手の多様化を進め、人材の確保・育成につながる支援や情報提

供などの活動支援を行います。 

○市民団体等の育成・連携 

 男女共同参画推進に関わる市民団体等のネットワーク化や育成・支援を行い、

協働で取組を進めます 

○地域防災における男女共同参画の推進 

 災害時の支援における男女のニーズの違いに配慮し、男女共同参画の視点から

の災害対策を進めます。また、より多くの女性が地域防災の担い手として参画で

きるよう取組を進めます。 

○教育における男女共同参画の推進 

 成長の段階に応じた性別役割分担意識にとらわれず、主体的に自分の生き方を

選択していくための意識醸成や、リーダーシップ開発の機会の充実を図ります。

市内大学で学生を対象とした実践型の授業を展開するほか、市内大学と連携して

「よこはまグッドバランス賞」認定企業と学生が交流する機会をつくり、学生の

ライフキャリア形成を支援します。 

 さらに、女子中高生・学生に対し、理工系など女性の参画が進んでいない分野

を進路選択しやすくなる機会を増やします。 
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施策 10 広報・啓発による理解促進と機運醸成 

✦目標と方向性 

誰もが性別にかかわりなく活躍できる豊かな社会づくりに向けて、NPO等や企業、

国と連携しながら継続的に情報発信を行い、社会の機運醸成を図ります。また、性

別役割分担意識や性別にまつわる困難など男女共同参画に関する意識や実態につい

て調査・研究を行い、先進的な取組の検討や効果的な広報・啓発につなげます。 

 

✦現状と課題  

・性別役割分担意識について、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という

考え方は変化してきましたが、社会通念・慣習・しきたりなどで「男性の方が優

遇されている」と感じる市民は 77.2％と高い状況です。性別にかかわらず個性と

能力を発揮し、対等に参画できる社会の実現に向けて、継続な広報・啓発、理解

促進に向けた取組が必要です。 

・市民に身近な基礎自治体として各施策を強力に推進するため、男女共同参画に関

連する民間団体や関係機関、他の自治体等との連携を強化する必要があります。 

 

✦主な取組（事業）  

○男女共同参画推進に関する広報 

 市民・事業者等が男女共同参画社会や女性活躍の必要性、意義等の理解を深め

られるよう、固定的な性別役割分担意識や、無意識の偏見の解消、慣習や制度の

改善・改革に関する広報・啓発を行います。 

○テーマ別キャンペーン事業の展開 

 男女共同参画に関わる記念日や週間事業を通して、多様な主体と連携しなが

ら、重点テーマの理解促進を図ります。 

○男女共同参画に関するライブラリの運営 

 男女共同参画の専門図書館として、様々な媒体情報の収集・提供を行うほか、

テーマ別展示や図書のセット貸出、リファレンス機能の提供により、情報発信と

情報活用相談の充実を図ります。 

○男女共同参画に関する調査・研究 

 男女共同参画に関する意識・実態や就業状況、市内企業の取組や、今後の政策

課題について、調査・分析・公表を行います。 

○国等や他自治体、関係団体との連携 

国・県・近隣市・政令市との調整により、広報・啓発事業の連携・協力や効果

的な実施を図ります。また、市長から国等に、女性活躍の取組の推進等につい

て、様々な機会を通じて、国の制度及び予算に関する提案・要望を行います。 

○国内外への情報発信 

  大学や市民団体等と連携し、学生向け講義や市民向けセミナー等の機会をとら

えて、行政の取組を積極的に発信します。また、国際局や国際関係団体と連携し

ながら、互いのベストプラクティスを共有する場を持つなど、女性活躍促進の観

点からの国際的な連携や情報発信を進めます。 
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行政運営 行動計画の推進 

 

計画の推進に係る体制整備 

 横浜市男女共同参画行動計画を推進するため、庁内外における体制を整備しま

す。また、公益財団法人男女共同参画推進協会と連携し、男女共同参画センターを

拠点とした、男女共同参画や女性活躍推進の取組を進めます。 

 

✦主な推進母体／会議  

○（公財）横浜市男女共同参画推進協会 

 男女が互いにその人権を尊重しつつ責任を分かち合い、性別にかかわりなくそ

の個性と能力を十分に発揮し、あらゆる分野に対等に参画しようとする市民の主

体的な活動を支援し、男女共同参画社会の実現に資することを目的に、昭和 62年

に設立されました。第４期指定管理（令和２年４月１日～５年間）の男女共同参

画センターの運営主体であり、外郭団体でもあります。 

○男女共同参画センター（３館） 

 横浜市男女共同参画推進条例第 11条で「男女共同参画の推進に関する施策を実

施し、並びに市民及び事業者による男女共同参画の推進に関わる取組を支援する

ための拠点施設」と定められ、設置されています。 

男女共同参画センター横浜（戸塚区）、男女共同参画センター横浜南（南区）、

男女共同参画センター横浜北（青葉区）の３館あり、指定管理者制度で運用して

います。 

○男女共同参画審議会 

 横浜市男女共同参画推進条例第 12条に基づく市長の附属機関であり、男女共同

参画行動計画に基づく施策の実施状況の確認や、新たな行動計画策定に関する意

見交換など、横浜市の男女共同参画の取組について外部委員が審議する場です。 

○男女共同参画推進会議 

 市長を会長とする会議で、副市長、局長、会長が指定する区長を委員とする庁

内会議です。横浜市男女共同参画推進会議規程に基づき、横浜市の男女共同参画

の推進に関する施策に係る重要事項に関する審議や進捗管理などを行います。 

○横浜市 DV施策推進連絡会 

 横浜市における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための施策を

関係機関等の連携協力のもと総合的に推進するにあたり、関係者間の円滑な情報

交換や調整を行うことを目的とした連絡会であり、庁内外の委員で構成されてい

ます。 

○横浜市女性活躍推進協議会 

 横浜市の女性の活躍推進の加速化に向け、市内の経済団体や行政が連携し、男

女を含めた働き方の見直し、女性の登用促進、社会全体の機運の醸成につながる

広報 PRなど、地域の女性活躍を推進するための具体的な課題解決策を検討、実施

します。 
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政 策 局

令和２年度

予 算 概 要

資料４
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令和２年度は、「横浜市中期４か年計画（2018-2021）」の３年目であり、目標達成の鍵を握

る年です。政策局は各施策において総合調整機能を発揮し、各区局を政策的視点から支援す

るとともに、横浜の持続的な成長・発展の実現に向け、未来を見据えた政策の検討や取組を

進めます。 

令和２年度予算案では主に次の３つの視点から取組を進めます。 

１ 横浜の未来を見据えた全市的施策の展開 

市民生活の安全・安心を支えるとともに、活力や賑わいのあるまちづくりを進めていくた 

め、「中長期的な政策課題等の検討に向けた調査」や「海洋都市横浜」を目指した取組などを

進めます。 

また、横浜の文化芸術創造都市としての飛躍の中核となり、賑わいや経済活性化につなが

る、新たな劇場計画の検討を進めます。 

旧上瀬谷通信施設においては、郊外部の活性化拠点の形成等に寄与する国際園芸博覧会の

開催に向けた取組を進めます。 

さらに、オープンイノベーションにより社会的課題、地域課題の解決を図るため、様々な

行政分野において「共創」の取組を推進します。 

また、必要な施策を効果的・効率的に推進するためにも、大都市横浜にふさわしい権限と

税財源を持つ新たな大都市制度「特別自治市」の早期実現に向けて引き続き取り組みます。 

２ 市内米軍施設の返還と跡地利用の推進 

 市民生活への負担やまちづくりの大きな制約となっている米軍施設の返還は、市民共通の

願いであり、市政の重要課題として取り組んできました。 

根岸住宅地区については、今後の返還を見据えて跡地利用基本計画の早期策定を目指し、

跡地利用基本計画（案）を策定、公表するとともに、市民意見募集を行います。 

平成 26 年に返還された旧深谷通信所については、令和３年度の都市計画決定に向けて、環

境影響評価手続きを開始します。また、跡地利用の具体化を進めるとともに、引き続き暫定

利用に関する運営・維持管理を行います。 

他の既返還施設や返還合意施設等についても、国との調整など、取組を着実に進めます。 

３ 女性が働きやすく活躍できるまちの実現 

「第４次横浜市男女共同参画行動計画」に基づき、あらゆる分野における女性の活躍を目

指して、部長級の女性を対象とした研修や経営者向けのセミナー、理工系女子を応援する交

流イベントを実施し、女性リーダーの育成や、女性が少ない分野の女性人材の育成を行いま

す。さらに、「よこはまグッドバランス賞」の事業所認定により男女がともに働きやすい職場

環境づくりの推進などに取り組みます。 

また、次期計画である「第５次横浜市男女共同参画行動計画（令和３～７年度）」を策定し

ます。 

予算案のポイント 
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「第４次横浜市男女共同参画行動計画」に基づき、あらゆる分野における女性の活躍を目

指して、女性リーダーの育成や女性が少ない分野の女性人材の育成、男女がともに働きやす

い職場環境づくりの推進などに取り組みます。 

また次期計画である「第５次横浜市男女共同参画行動計画（令和３～７年度）」を策定します。 

（② 681 百万円 ① 672 百万円）

１ 「第４次横浜市男女共同参画行動計画」に基づく重点施策の推進 

（② 26百万円 ① 41百万円）

（1）あらゆる分野における女性の活躍

・ 部長級の女性を対象とした「女性トップマネジメント養成セミナー」の開催やセ

ミナー卒業生のフォローアップを実施し、企業の中核を担う女性の育成を支援

・ 働く女性の学びと交流の場として、「横浜女性ネットワーク会議」を開催

（2）安全・安心な暮らしの実現

・ ＤＶを防ぐための暴力防止キャンペーンや若者向け暴力予防啓発等を実施

（3）男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進・社会づくり

・ 男女がともに働きやすい職場環境づくりに積極的に取り組む市内中小事業所を

「よこはまグッドバランス賞」として認定し、認定事業所の取組をＰＲ

・ 学生のライフキャリア形成につなげるため、認定事業所と市内大学生等との交流

会を開催

２ 第５次横浜市男女共同参画行動計画の策定（② 12百万円【新規】） 

・ 第４次横浜市男女共同参画行動計画が令和２年度で終了するにあたり、次期行動

計画（令和３～７年度）を策定

３  男女共同参画センターを拠点とした施策の推進（② 643百万円 ① 630百万円） 

・ 男女共同参画センターにおいて、女性の社会参画や自立支援を進めるとともに、

男性の育児参画などを展開

3 女性が働きやすく活躍できるまちの実現 

よこはまグッドバランス賞認定・表彰式

 認定事業所（令和２年１月１日現在）178 社 
横浜女性ネットワーク会議
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（本年度事業内容）

（16,180千円）

(2) 安全・安心な暮らしの実現

(3) 男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進・社会づくり

(4) 推進体制の整備・強化

(5) 第５次横浜市男女共同参画行動計画の策定【新規】 （－千円）

　643,107千円 （630,391千円）

18

4,288千円 （7,234千円）
・「横浜市女性活躍推進協議会」と連携した、市内企業の女性活躍及び働き方改革の推進
・横浜市男女共同参画審議会

11,575千円

　2　男女共同参画センター運営事業
　男女共同参画センターにおいて、女性の社会参画や自立支援を進めるとともに、男性の
育児参画などを指定管理者制度のもと展開
　男女共同参画センター横浜のホール天井脱落対策等工事のための、基本設計の実施

(1) 男女共同参画センター運営費等 572,442千円（559,726千円）
(2) 男女共同参画センター横浜南ESCO事業 2,156千円（  2,156千円）
(3) 公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会補助金 68,509千円（ 68,509千円）

9,804千円 （17,162千円）
・男女共同参画の推進に向けた広報・啓発
　　男性の家事・育児参画の推進に向けた企業と連携した広報啓発等を実施
・よこはまグッドバランス賞認定及び市内大学生等との交流会
・男女共同参画貢献表彰
・地域防災における男女共同参画の推進
・国際会議への参加及び国際交流

932千円 （775千円）
・区役所や関係機関と連携した暴力防止

キャンペーン
・成人式等の機会を捉え、若年層に向け

た広報・啓発
・ＤＶ施策推進連絡会

一般財源 672,725 ・ 経営者向け「女性リーダー育成戦略セミナー」【新規】
よこはまグッドバランス賞認定事業所の経営者を対象に

女性リーダーを育成するためのセミナーを開催
千円

・理工系女子（リケジョ）応援事業【新規】
　　女子中高生・女子学生の理工系分野への選択を支援するため、理工系の職場で活躍す
　る女性との交流イベントなどを開催
・横浜女性ネットワーク会議
　　働く女性の学びと交流の場として、横浜女性ネットワーク会議を開催

その他 1,753
・女性トップマネジメント養成セミナー【拡充】
　　部長級の女性を対象に研修や研修後のフォロー
アップを実施し、企業の中核を担う女性の育成を
支援

千円

市債 - 

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 6,748
(1) あらゆる分野における女性の活躍

千円 11,520千円

千円

千円

差　　　引 9,484
千円 1　男女共同参画推進事業 38,119千円 （41,351千円）

千円

前　年　度
予　算　額 671,742

※（　）内は令和元年度予算額

7 男女共同参画費 　「第４次横浜市男女共同参画行動計画」に基づ
き、あらゆる分野における女性の活躍を目指して、
女性リーダーの育成や女性が少ない分野の女性人材
の育成、男女がともに働きやすい職場環境づくりの
推進などに取り組みます。
　また次期計画である「第５次横浜市男女共同参画
行動計画（令和３～７年度）」を策定します。

本　年　度
予　算　額 681,226

横浜女性ネットワーク会議の様子暴力防止キャンペーン（パープルライトアップ）
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横浜市男女共同参画センター 令和元年度の主な取組について

１ 広報啓発事業 

男女共同参画について理解を広げるため、多様なアプローチで広報しました。 

目的 内容 実施館／時期／実績等

企業との連携によ

る男女共同参画の

推進 

株式会社 中外製薬との共催により以下二事業を実施

①女子児童の STEM 教育推進や理系進路選択の支援を目的と

した女子児童向けの実験教室

②性別にかかわらず自分らしく生きることをテーマにした

俳優 室井滋氏、絵本作家 長谷川義史氏らによる「しげちゃん

一座絵本トーク＆ライブショー」

①センター横浜／7 月、

11 月／参加者 44 人

②センター横浜／10 月

／参加者 278 人

職員の講師派遣等

による男女共同参

画の推進 

①市内企業や団体向けに、男女共同参画、ハラスメント防止、

地域防災と女性等のテーマで職員を講師として派遣

②ハラスメントに関わる法改正（2020 年施行予定）に際して、 
事業主の責務や現場対応におけるヒントを伝える「職場のハ

ラスメント対策セミナー」を市内中小企業、公的団体向けに

実施 

①センター3 館および

事業本部／通年／参加

者 2,306 人（12 月末まで） 

②相談センター／9 月

／参加者 41 人・29 社

２ 調査研究・事業開発事業 

社会・経済状況の変化をとらえた事業を開発するため、調査研究及び事業開発事業を行いました。 

目的 内容 実施館／時期／実績等

性暴力被害女性に

対する地域での支

援の充実 

【新規】地域での性暴力被害者の支援の充実を図り、関連機

関のネットワークを広げるため、「性的な傷つきを体験した人

のためのセルフケアグループ『そよら』支援者向け実施マニ

ュアル」を活用した、支援者対象の研修を実施

センター横浜／2 月／参

加者 25 人

女性のリーダーシッ

プ・プログラムの成

果検証 

【新規】「よこはま女性のリーダーシップ・プログラム」の成 

果と課題を検証し、ブラッシュアップするため、修了者及び 

所属事業所を対象とした WEB調査とヒアリングを実施 

センター横浜北／実施中

非正規職で働くシン

グル女性向けに各

種制度を周知 

【新規】非正規職で働くシングル女性が活用できる福祉・

社会保障制度等の周知を目的とした、情報ガイドの作成及び

関係機関等での配布

事業本部／3 月発行 

3 その他の主な取組実施状況 

目的 内容 実施館／時期／実績等

女 性 の 再 就 職 ・ 

転職を支援

「女性としごと 応援デスク」をセンター3 館で展開し、再就 
職・転職を目指す女性を対象に、個別の相談、ミニセミナー、 
出張キャリア相談等を実施

センター3 館／通年／参

加者1,739人（12月末まで） 

女性の起業による

就業を促進 

女性のための起業塾「女性起業家たまご塾」や、起業準備セ

ミナー、スキルアップセミナー、開業直前の課題解決や開業

を後押しするフォローアップセミナー等を実施

センター横浜／通年／参

加者 477 人（12 月末まで） 

非正規職で働く壮

年シングル女性を

支援 

パート・派遣・契約などで働くシングル女性を対象に「仕事

とくらしのセーフティ講座」を開催
事業本部／6 月～2 月／

参加者 132 人 

就労困難な若年女

性の就労・自立を 

支援 

働きづらさや生きづらさを抱える若年無業女性を対象に「ガ

ールズ編しごと準備講座」や「めぐカフェ」での就労体験、

就労経験がなく長期間孤立していた人を対象に就業の前段階

としてのボランティア参加など、社会体験の場を提供

センター横浜南／通年／

参加者 786人（12月末まで） 

資料５ 
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